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提出場所：発注者の承諾を得て持参する場合
は、上記に同じ。

提出方法：電子入札システムにより提出する
こと。ただし、発注者の承諾を得
た場合に限り、紙により持参する
こと。

４ その他
 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金
 入札保証金 免除
 契約保証金 免除
 入札の無効 手続開始の公示に示した指名
されるために必要な要件のない者の行った入
札、参加表明書に虚偽の記載をした者の行っ
た入札、無効の技術提案をした者の行った入
札並びに別冊現場説明書及び別冊中国地方整
備局競争契約入札心得において示した条件
等、入札に関する条件に違反した入札は無効
とし、無効の入札を行った者を落札者として
いた場合には落札決定を取り消す。
なお、分任支出負担行為担当官により指名
された者であっても、開札の時において指名
停止を受けているもの、その他開札の時にお
いて２に掲げる要件のないものは、指名され
るために必要な要件のない者に該当する。
本業務の予定価格が500万円以上の場合に

限り、予定主任技術者が当該業務の入札説明
書及び特記仕様書で規定している手持ち業務
量の制限を満たすことが確認できない場合に
は、中国地方整備局競争契約入札心得に違反
した入札として、その入札を無効とするもの
とする。
また、本業務の予定価格が500万円以上の
場合に限り、落札者となるべき者の入札価格
が予決令第85条に基づく調査基準価格、又は
中国地方整備局が定める品質確保基準価格に
満たない場合において、入札説明書に定める
「低入札価格に該当した場合の受注者の義務」
に関する履行が可能であると確認できない場
合は、中国地方整備局競争契約入札心得の規
定により、当該者のした入札は無効として取
り扱うものとする。

 落札者の決定方法
 予決令第79条の規定に基づいて作成され
た予定価格の制限の範囲内で最低の価格を
もって申込みを行った者（会計法第29条の
６第２項に規定する契約にあっては、価格
及びその他の条件が国にとって最も有利な
ものをもって申込みを行った者）を落札者
とする。ただし、落札者となるべき者の入
札価格によっては、その者により当該契約
の内容に適合した履行がされないおそれが
あると認められるとき又はその者と契約を
締結することが公正な取引の秩序を乱すこ
ととなるおそれがあって著しく不適当であ
ると認められるときは、予定価格の制限の
範囲内の価格をもって入札した他の者のう
ち最低の価格をもって申込みを行った者
（会計法第29条の６第２項に規定する契約
にあっては、価格及びその他の条件が国に
とって最も有利なものの次に有利なものを
もって申込みを行った者）を落札者とする
ことがある。
 落札者となるべき者の入札価格が予決令
第85条に基づく調査基準価格を下回る場合
は、予決令第86条の調査及び業務完了後に
業務コスト調査を行うものとする。なお、
当該調査に協力しない場合等は、指名停止
措置を講ずる場合がある。
 予定価格が1000万円を超える場合に限
り、本業務を著しい低入札で入札した者に
対して、予決令86条の調査の追加資料とし
て当該業務に係る費用についての詳細な内
訳書の提出を求める場合がある。
 予定価格が500万円以上1000万円以下の
業務の場合において、落札者となるべき者
の入札価格が中国地方整備局が定める品質
確保基準価格を下回る場合は、予決令第86
条の調査と同等の調査を行うものとする。

 手続における交渉の有無 無
 契約書作成の要否 要
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
３に同じ。
 本案件は、資料提出、入札を電子入札シス
テムで行うものであり、対応についての詳細
は入札説明書による。

 入札執行回数は原則として２回を限度とす
る。ただし、２回目の入札において落札者が
いない場合は、３回目の入札を執行する場合
がある。また、再度入札にあたっては、補足
の現場説明を行う場合がある。なお、予算決
算及び会計令第99条の２の規定による随意契
約は適用しない。
 本業務は、令和３年度予算が成立すること
を条件とするものである。契約締結は、令和
３年４月１日とするが、予算成立が４月２日
以降となった場合は、予算成立日とする。又、
暫定予算となった場合、予算措置が全額計上
されているときは全額の計上とするが、全額
計上されていないときは全体の契約期間に対
する暫定予算の期間分のみの契約とする。
 歩掛見積に関する事項 本業務は、入札参
加資格者に対して歩掛見積の提出を求め、採
用した歩掛見積をもとに予定価格を作成す
る。歩掛見積作成に必要な条件については、
別途送付する見積依頼書によること。なお、
採用した歩掛見積については、別途入札参加
資格者に配布する。
 上記２１）イ）に掲げる中国地方整備
局における平成31・32年度土木関係建設コン
サルタント業務に係る一般競争参加資格の認
定を受けていない単体企業も、参加表明書を
提出することができるが、その単体企業が競
争参加資格のある者として通知された場合で
あっても、落札決定の日までにおいて、令和
３・４年度土木関係建設コンサルタント業務
に係る一般競争参加資格を認定されていなけ
ればならない。
なお、中国地方整備局における令和３・４
年度土木関係建設コンサルタント業務に係る
一般競争参加資格を落札決定の日までに認定
されていない場合、競争に参加する資格を有
していない者の行った入札に該当し、入札は
無効とする。
 詳細は入札説明書による。

公募型競争入札方式に係る手続開始の公示
（建築のためのサービスその他の技術的
サービス（建設工事を除く））

次のとおり指名競争入札参加者の選定の手続を
開始します。
なお、本業務に係る落札決定及び契約締結は、
当該業務に係る令和３年度予算が成立し、予算示
達がなされていることを条件とする。
令和２年 12 月 17 日
分任支出負担行為担当官
中国地方整備局 岡山河川事務所長

横林 直樹
◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 33
１ 業務概要
１）品目分類番号 42
２）業務名 令和３年度旭川中上流陸域環境調
査他業務（電子入札対象案件）（電子契約対象
案件）

５ Summary
 Official in charge of disbursement of the
procuring entity : Sugitani Yasuhiro Direc‑
tor of Chugoku Technical and Engineering
Office, Chugoku Regional Development Bu‑
reau, Ministry of Land, Infrastructure,
Transport and Tourism.
 Classification of the services to be pro‑
cured : 42
 Subject matter of the contract : Water
analysis management

 Time‑limit to express interests : 16 : 00
14 Jan, 2021
 Bid Opening : 10 : 00 11 Mar, 2021
 Time‑limit for the submission of tenders
by erectric bidding system : 10 : 00 10 Mar,
2021 (by bringing : 10 : 00 10 Mar, 2021)
 Contact point for tender documentation :
General Affairs Section, Chugoku Techni‑
cal and Engineering Office, Chugoku
Regional Development Bureau, Ministry
of Land, Infrastructure, Transport and
Tourism, 281 Funakoshi‑minami, Aki‑
Ward, Hiroshima‑City, Hiroshima‑Prefect‑
ure 7360082, TEL : 0828222340 Fax :
0828231402

３）業務内容 本業務は、旭川中上流ダム再生
事業に必要な陸域の環境調査他を行う業務で
ある。
主な業務内容は以下のとおりである。
・計画準備 一式
・現地踏査 一式
・大気環境調査 一式
・地形・地質調査 一式
・陸域動物調査 一式
・陸域植物調査 一式
・景観調査 一式
・人と自然の触れあいの場調査 一式
・文化財・天然記念物調査 一式
・猛禽類調査 一式
・報告書作成 一式
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